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貸借対照表

(単位：百万円)

　　科　　　　目 金額 　　科　　　目 金額

 資産の部  負債の部

  流動資産   流動負債

現金及び預金 46,241 支払手形 17

受取手形 5,593 電子記録債務 2,619

売掛金 45,456 買掛金 41,004

商品及び製品（含む半製品） 27,000 短期借入金 131,307

仕掛品 366 リース債務 17

原材料及び貯蔵品 31,515 未払金 10,855

前払費用 948 未払費用 3,060

短期貸付金 7,966 未払法人税等 946

未収入金 5,935 契約負債 993

デリバティブ債権 571 賞与引当金 2,150

未収消費税 979 設備関係電子記録債務 1,232

その他 667 設備関係未払金 4,724

貸倒引当金 △ 732 資産除去債務 2,335

流動資産合計 172,511 預り金 26,790

デリバティブ債務 211

その他 142

流動負債合計 228,409

　固定資産   固定負債

有形固定資産 長期借入金 71,958

建物 18,863 リース債務 48

構築物 53,197 繰延税金負債 2,043

機械及び装置 67,403 再評価に係る繰延税金負債 12,515

車両及び運搬具 14 退職給付引当金 7,564

工具器具及び備品 1,320 関係会社事業損失引当金 179

土地 108,974 資産除去債務 12,407

リース資産 56 長期預り金 15,928

建設仮勘定 6,290 その他 185

有形固定資産合計 256,120 固定負債合計 122,830

負債合計 351,239

無形固定資産

鉱業権 1,534 　純資産の部

ソフトウエア 3,614 株主資本

その他 158 資本金 50,250

無形固定資産合計 5,307 資本剰余金

　その他資本剰余金 195,778

　資本剰余金合計 195,778

投資その他の資産 利益剰余金

投資有価証券 13,016 　その他利益剰余金

関係会社株式 115,158 　　 繰越利益剰余金 △ 56,083

長期貸付金 260 　利益剰余金合計 △ 56,083

長期前払費用 2,175 株主資本合計 189,945

デリバティブ債権 1,187

長期差入保証金 904 評価・換算差額等
その他 374 その他有価証券評価差額金 6,024
貸倒引当金 △ 155 繰延ヘッジ損益 △ 211
投資その他の資産合計 132,922 土地再評価差額金 19,863

固定資産合計 394,350 評価・換算差額等合計 25,676

純資産合計 215,622

資産合計 566,861 負債純資産合計 566,861

（注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

(2023年3月31日現在)
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（単位：百万円）

売上高 323,628

売上原価 328,944

売上総損失 5,316

販売費及び一般管理費 35,597

営業損失 40,913

営業外収益

受取利息 40

受取配当金 1,600

固定資産賃貸料 1,447

為替差益 773

補助金収入 670

その他 420 4,952

営業外費用

支払利息 1,219

固定資産賃貸費用 923

固定資産除却損 660

その他 543 3,346

経常損失 39,307

特別利益

抱合せ株式消滅差益 5,365

受取補償金 1,001

固定資産売却益 3

その他 805 7,176

特別損失

事業構造改善費用 17,570

固定資産除却損 702

減損損失 280

その他 231 18,784

税引前当期純損失 50,915

法人税、住民税及び事業税 44

法人税等調整額 △ 314 △ 270

当期純損失 50,644

（注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

損益計算書

（自2022年4月１日　　至2023年3月31日）

科　　　　目 金額

- 2 -



- 3 - 

 

個別注記表 
 

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］ 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

期末日における市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 

（２）棚卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）、評価方法は総平均法を採

用しています。 

（３）デリバティブ取引 

時価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産を除く） 

主として定額法を採用しています。但し、坑道、鉱業用地及び原料地については生産高

比例法を採用しています。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。 

（２）無形固定資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産を除く） 

定額法。但し、鉱業権は生産高比例法。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。 

但し、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法。 

（３）リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

います。 

（２）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額

を計上しています。 

（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しています。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっています。なお、過去勤務費用については、10年

による定額法により費用処理しています。数理計算上の差異については、10年による定

額法により発生の翌事業年度から費用処理することとしています。 

（４）関係会社事業損失引当金 

関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社に対する出資金額及び貸付金等債権を超

えて当社が負担することとなる損失見込額を計上しています。
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４．収益及び費用の計上基準 

当社では、セメント製品等の製造・販売、環境リサイクル関連の事業等を行っています。これ

らの取引については、主に顧客に製品を引き渡した時点で顧客が当該製品に対する支配を獲得し、

履行義務が充足されると判断しており、当該製品の引き渡し時点で収益を認識しています。なお、

国内顧客への販売においては、国内の販売において出荷時から製品の支配が顧客に移転される時

までの期間が通常の期間である場合に、収益認識適用指針第 98 項に定める代替的な取り扱いを

適用し出荷日に収益を認識しています。また、海外顧客への販売においては、船荷証券の発行日

（B/L date）に顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断しており、

当該商品の支配が顧客に移転した時点で収益を認識しています。 

取引の対価は履行義務を充足してから1年以内に受領しており重要な金融要素は含まれていませ

ん。なお、当社が代理人として関与したと判定される取引については、純額で表示しています。 

 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

主として、繰延ヘッジ処理によっています。また、金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しています。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

金利スワップ 借入金 

為替予約 外貨建債権・債務及び外貨建て予定取引 

石炭スワップ 市場連動価額で購入する石炭 

③ヘッジ方針 

当社の内部規定である「経理財務デリバティブ取引運用基準」、「石炭デリバティブ取

引規定」等に基づき、金利変動リスク、為替変動リスク及び価格変動リスクをヘッジして

います。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 それぞれのヘッジ手段とヘッジ対象が対応していることを確認することにより、有効性

を評価しています。ただし、特例処理によった金利スワップについては有効性評価を省略

しています。 

 

 

［貸借対照表に関する注記］ 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

（１）担保に供している資産 

土地 64,243 百万円 

建物 1,869  

構築物 1,019  

投資有価証券 10,560  

計 77,692  

 

（２）担保に係る債務 

短期借入金 60,000 百万円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額   

497,957百万円 
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３．保証債務 

下記の会社の銀行からの借入金に対し、債務保証を行っています。 

㈱関東宇部ホールディングス 360 百万円 

やまぐち港湾運営㈱ 53   

計 413  

 

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

短期金銭債権 20,021 百万円 

長期金銭債権 375   

短期金銭債務 31,455   

長期金銭債務 75   

 

 

５．貸出コミットメント契約 

当社の関係会社である㈱関東宇部ホールティングス、菱光石灰工業㈱他10社との間で極度貸付

契約を締結しており、当事業年度末における貸出未実行残高は次のとおりです。 

 

貸付極度額の総額 14,882 百万円 

貸付残高 8,226   

差引額 6,655   

 

６．「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律」（2001年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の

再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部

に、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しています。 

 

再評価の方法 

 「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定

める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出する方法及び第５号に定める不動産鑑定士

による鑑定評価額による方法を採用しています。  
再評価を行った年月日 2002 年 3月 31 日 

再評価を行った土地の期末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額 
△18,988 百万円 
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［税効果会計に関する注記］ 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産）   

繰越欠損金 13,982 百万円 

減価償却超過額及び減損損失等 7,506  

株式評価損 3,776  

貸倒引当金及び関連事業損失引当金 369  

未払事業税及び未払事業所税 288  

賞与引当金 658  

退職給付引当金 2,316  

有姿除却解体費用 573  

その他 923  

繰延税金資産小計 30,391  

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 （注１） △ 13,982  

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △ 14,420  

繰延税金資産合計 1,989  

     

（繰延税金負債）   

固定資産圧縮積立金 △ 1,006 百万円 

その他有価証券評価差額金 △ 2,640  

その他 △ 386  

繰延税金負債合計 △ 4,032  

繰延税金資産（負債△）の純額 △ 2,043  

 
（注１） 税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額 

  ５年超 合計  

税務上の繰越欠損金（※） 13,982 13,982 百万円 

評価性引当額 △ 13,982 △ 13,982  

繰延税金資産 - -  

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額です。 

 
２．再評価に係る繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳 

（繰延税金資産） （百万円） 

再評価に係る繰延税金資産 2,600 

評価性引当額 △ 2,600 

再評価に係る繰延税金資産合計 - 

（繰延税金負債）   

再評価に係る繰延税金負債 △ 12,515 

再評価に係る繰延税金負債（△）の純額 △ 12,515 

 

３．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因 
当事業年度は、税引前当期純損失のため記載を省略しています。 
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［関連当事者との取引に関する注記］ 

親会社及び法人主要株主等  

種類 
会社等の名称 

又 は 氏 名 
所 在 地 

資本金又は

出資金 

（百万円） 

事業の内容 

又は職業 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合 

関連当事者 

との関係 
取 引 の 内 容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

その他の 

関係会社 
ＵＢＥ㈱ 

東京都 

港区 
58,434 化学 

被所有 

50% 

石炭等の販売 

 

役員の兼任3人 

製品の販売 

（注１） 
48,672 売掛金 10

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れています。 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 取引条件は、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しています。 

 

子会社及び関連会社等  

種類 
会社等の名称 

又 は 氏 名 
所 在 地 

資本金又は

出資金 

（百万円） 

事業の内容 

又は職業 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合 

関連当事者 

との関係 
取 引 の 内 容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

子会社 宇部興産海運

㈱ 
山口県 

宇部市 664 内航海運事業及

び港湾運送事業 
所有 

100% 

グループ金融

資金預り 

 

兼任3人 

（うち当社従

業員3人） 

資金貸借取引 

（注１） 11,208 預り金 6,608

子会社 宇部建設資材

販売㈱ 
東京都 

港区 99 

セメント、生コ

ンクリート及び

建材等の建設資

材の販売 

所有 

100% 

当社セメント

製品の販売 

 

兼任3人 

（うち当社従

業員3人） 

製品の販売 

（注２） 15,283 売掛金 5,850

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れています。 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) グループ金融の資金預り金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定して

います。 

(注２) 取引条件は、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しています。 

 

 

［１株当たり情報に関する注記］ 

１株当たりの純資産額 215,191,844円 

１株当たりの当期純損失 50,543,766円 

 

 

［重要な後発事象に関する注記］ 

該当なし 

 

 


